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財務省・NGO 定期協議会（2017 年 12 月 21 日）	 

 

タイトル：JBIC・アフリカ開発銀行のナカラ鉄道・港湾事業（ヴァーレ社/三井

物産）への融資決定について	 

 

日本国際ボランティアセンター、日本アフリカ協議会、ATTAC Japan、モザン
ビーク開発を考える市民の会 

	 

1.	 背景	 

【最新情報】	 

2017年 11月 28日に JBICが、「モザンビーク共和国及びマラウィ共和国におけるナカ
ラ鉄道・港湾事業に対するプロジェクトファイナンス：海外展開支援融資ファシリティ

の一環として、日本の鉱物資源の確保及び安定供給を支援」を発表した1。JBICの融資
は、1,030 百万ドル（1,163 億円）とされており、「JBIC として過去最大のアフリカ向
け融資案件」との言葉が踊る。	 

しかし、「JBIC は今後も、日本の公的金融機関として、様々な金融手法を活用した案件

形成やリスクテイク機能等を通じて、」とあるように、この融資が、リスクの問題を抱

えるだけでなく、国際的にガバナンスが問題視されている最中に、問題のある手法で行

われたことについて書かれていない。	 

また、この融資については、日本貿易保険が 1000 億円規模の「保険引き受け」を行う

ことも発表されている2。ここにも、「アフリカにおける鉄道・港湾建設プロジェクトの

引受第 1 号案件」と書かれ、初の保険適用であることが記されている。	 

アフリカ開発銀行は、本件に対し 1000 億円程度の融資を行うことになっているが、現

時点では詳細は一般に明らかにされていない3。	 

本件融資に関する日経新聞（10 月 20 日）4と毎日新聞（11 月 19 日）5の報道では、この

融資の背景に、「中国とのライバル競争」があることが記されている。	 

日経新聞：モザンビークは中国もインフラや資源開発を狙う。両国は 2016 年にインフラ整備

やエネルギー開発を推進するパートナーシップを締結。中国は欧州と結ぶ独自経済圏構想の

「一帯一路」をアフリカにも広げる動きが活発になっている。東アフリカのモザンビークは

安全保障上も重要な位置にあり、政府主導での日中の支援競争が激しくなる。	 

毎日新聞：アフリカに対しては中国が経済協力を通じて影響力を強めており、日本も 16-18

年の 3 年間でインフラ整備などに 300 億ドルの投資を表明するなど関係強化を急いでいる。

天然ガス資源も豊富なモザンビークを政府は、「アフリカ有数の投資有望国」として位置づけ

ており、JBIC の担当者は「融資の経験値を高め、インフラ支援を進めていきたい」と話して

                                            
1 http://www.jbic.go.jp/ja/information/press/press-2017/1128-58878 
2 http://nexi.go.jp/topics/newsrelease/2017112105.html 
3 http://afdb-org.jp/news-and-pressrelease 
4 https://www.nikkei.com/article/DGXMZO22510370Q7A021C1EA4000/ 
5 https://mainichi.jp/articles/20171119/ddm/008/020/046000c 
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いる。	 

これほど巨額の公費の支援を受けるにもかかわらず、依然として、三井物産はリリース

を発表していない6。事業主体による融資決定に対する具体的な声が示されないまま、

融資元や貿易引き受け主体の発表が先行する形になっている。また、情報開示の問題に

ついては下記に記すが、毎日新聞の報道では次のように記されている。	 

「農産品等の輸送に鉄道を活用することで、内陸部開発が進と期待している」	 

この期待の主は、「モザンビーク政府」となっているが、JBIC の情報でも、農産物輸送

については明確には書かれていない。しかし、2014 年 12 月 9 日の三井物産のプレスリ

リースでは、次のように記され、「農産物輸送」が前提になっていることも示されてい

る7。	 

「ナカラ回廊鉄道・港湾インフラ事業	 

本インフラ事業は、モザンビーク・マラウィ両国に跨る 682 キロメートルの既存鉄道路線の

整備と 230 キロメートルの路線新設、ナカラ港における石炭ターミナルの新設及び一般貨物

ターミナルの整備が含まれ、これらを効率的に運営し、段階的に鉄道輸送能力を年間 22 百万

トン、石炭の輸送・出荷能力を年間 18 百万トン、一般貨物の年間取扱能力を年間 4百万トン

まで向上させる計画です。総建設費は約 44 億米ドル（約 5,280 億円）を見込んでおり、資金

の一部は海外の公的金融機関や本邦の金融機関からプロジェクトファイナンスにより調達す

ることを予定しています。	 

本インフラ事業は長期契約に基づき能力拡張後の本炭鉱の石炭輸送の太宗を担うため、安定

的な収益が見込まれます。また、鉄道輸送能力の一部を本炭鉱以外で生産される鉱物資源や

農産物などの一般貨物輸送や旅客輸送に活用するほか、需要の増加に合わせて鉄道輸送及び

港湾積出能力を拡張する余地があります。	 

	 

このプレスリリースに添付されたプレゼンテーション資料には（スライド 6）、次のよ

うに記されてもいる8。	 

	 

「安定的な収益貢献」	 

-	 長期契約に基づき、モアティーズ炭の輸送・積出を担うため、安定的収益が見込める	 

-	 ナカラ鉄道の支線は穀倉地帯、ザンビアまで延びており、農産物や木材、肥料、燃料輸送

等の輸送需要あり。2030 年には沿線の物流量は現在の 10 倍以上になる見込み	 

	 

当社総合力の発揮と周辺事業への展開	 

- 総合力の発揮による付加価値提供（インフラプロジェクト開発、プロジェクトファイナン

ス組成、貨物輸送事業ノウハウ提供等）	 

- 周辺事業開発（農産物・鉱物資源等の荷主開拓、発電・水インフラ開発、リース事業等）	 

	 

さらに、11 月 20 日付の三井物産のプレスリリースによると、三井物産は、	 

「ETC	 Group	 Limited（以下「ETG 社」）の株式の一部を取得することを決定…株式取得価額は総

                                            
6 http://www.mitsui.com/jp/ja/release/index.html 
7 http://www.mitsui.com/jp/ja/release/2014/1205643_6497.html 
http://www.mitsui.com/jp/ja/release/2016/1220831_8913.html 
8 
http://www.mitsui.com/jp/ja/release/2014/__icsFiles/afieldfile/2014/12/11/ja_141209__carave
l_ppt.pdf 
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額約 300 億円で、ETG 社は持分法適用会社となり三井物産は会社経営の重要な意思決定に関わり

ます。ETG 社はドバイを本拠地とし、東アフリカ・環インド洋地域を中心に 36 ヶ国・約 330 か

所に拠点を有する印僑系企業で、農産物取引（集荷・保管・輸出入・加工）、農業資材（肥料・

農薬・種子など）販売、食品製造販売を幅広く展開しています	 

中略	 三井物産は、新中期経営計画で「強みを発揮出来る新たな成長分野」の一つとして“ニ

ュートリション・アグリカルチャー”、つまり“食と農”の分野を定めました。三井物産はこ

れまで、農薬や肥料といった農業資材関連事業から穀物トレーディング、飼料添加物事業、畜

水産事業を通じて、世界の食料増産に寄与してきました。グローバルに海上・陸上の物流ロジ

スティクスを更に整備していくことも、安定的な食料供給に欠かせません。ETG 社とも、長年の

穀物トレーディングを通じて信頼関係を構築し、共にお客様のニーズを満たしてきました。今

回のETG社への参画にあたり、三井物産は複数名の取締役を差入れると共に、ETGと連携して“食

と農”の事業を推進する専任組織を新設し、更にアフリカ及び環インド洋経済圏での“ニュー

トリション・アグリカルチャー”の事業を拡大します。	 

	 なお、ETG グループはモザンビーク北部で事業を行っており、今回の三井物産による

ナカラ鉄道・港湾事業と ETG グループへの資本参加が、輸出型農業の大幅な拡大に繋が

る可能性が高い。	 

	 

2.	 論点	 

【論点 1】	 

しかし、本協議会で議論してきたとおり、この融資には以下の問題がある。	 

1.	 融資事業が行われるモザンビーク政府のガバナンス問題	 

2.	 情報公開の問題	 

3.	 現地調査の途中でのビザ不発給問題	 

より具体的には、「1.	 ガバナンス」問題については、「隠れて消えた巨額融資」の件は、

国際監査企業 KROLL 社がモザンビーク政府の情報開示が不十分なため貫徹できない状

態の中、米国の FBI が捜査に乗り出す事態となっている。これを問題視した IMF と一般

財政支援を行う援助国は融資や支援を再開していない。日本政府の立場としても、IMF

の再開までは融資を再開しないと述べている。	 

「2.	 情報公開」問題については、現在三井物産と JBIC からの情報提供を待っている状

態であり、この最中に融資が決定したことに疑問がある。	 

「3.	 現地調査とビザ不発給」問題については、上記の情報を入手しつつ現地の市民社

会組織らと調査を行う予定であったが、８月に続き、10 月初旬に申請したモザンビー

ク政府からのビザが依然として発給されず、この調査を行うことができない状態にある。	 

日本の公金を使い、公的機関が関与する事業であるにもかかわらず、日本の市民社会が

調査を行うこともできない現状は、事業への公的関与の妥当性に疑問を投げかけ、その

不透明性を高める結果となっている。	 

【論点 2】	 

さらに、新たにこの融資が「中国とのライバル競争」によって急がれたものであること

が報道で明らかになった。現地住民や環境影響などを最優先にする視点ではなく、中国

との競争といった観点から税金を原資とする JBIC、アフリカ開発銀行、日本貿易保険
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の活動を行うべきか疑問である。	 

また、公金を使って私企業（三井物産など）への「（アフリカ案件）過去最大の融資」

「初の保険引き受け」を決定するプロセスの透明性は極めて重視されなければならない

が、本協議会の審議にもかかわらず、今年 3 月には下記のような二国間共同声明が発表

されている9。	 

１４.	 ニュシ大統領は，安倍総理大臣に対し，非開示債務問題を含むモザンビークの最近の経

済状況を説明した。ニュシ大統領は，国際通貨基金（ＩＭＦ）及びその他関連当事者と協力し，

可能な限り早急にこの問題を解決するため，民間債権者と交渉するというモザンビークのコミ

ットメントを再確認した。安倍総理大臣は，ニュシ大統領に対し，可能な限り早急にモザンビ

ークの国際的信用を回復するため最大限努力するよう促した。	 

	 

１６.	 両首脳は，両国間の協力の下で進展しているナカラ回廊経済開発戦略(ＰＥＤＥＣ－ＮＡ

ＣＡＬＡ)の重要性を認識した。安倍総理大臣は，ナカラ回廊開発への日本の民間部門の強い関

心を強調し，国際協力銀行(ＪＢＩＣ)の関与を得て，日本の民間部門がナカラ回廊鉄道及び港

湾プロジェクトに参画することを発表した。ニュシ大統領は，南部アフリカへのゲートウェイ

であるナカラ港の能力及び効率の改善に対する，日本国政府の継続的な支援を称賛し，ナカラ	 

回廊プロジェクトへの日本のプレゼンスと関与を称賛した。	 	 

	 

【論点 3】	 

今回の融資決定事業では、現在は石炭輸送が前面に出されているが、実際には内陸部で

生産される農作物輸送も企業の収益確保のために重視されていることは過去の三井物

産のプレスリリース、今回の報道、ETC グループへの資本参加で明らかである。	 

輸出型の農業生産の奨励、農薬・化学肥料を前提とした農業生産の拡大は、ナカラ回廊

地域の環境、社会、小農の暮らしに多大な負の影響を及ぼす可能性が高いが、当該融資

事業の「農業部分」が不可視化されているために、この議論が難しい状態にされている。	 

	 

3.	 質問	 

以上を踏まえ、財務省に対し、次を質問いたします。なお、下記の質問については基本

的に資料の形で事前に提供頂き、当日は協議に専念できればと考えます。よろしくお願

いします。	 

【財務省の政策決定の土台に関する質問】	 

①	 モザンビークのガバナンス問題の現状の把握状況。とくに、3 月の首脳会談で出さ

れた二国間宣言後、この問題をどのように何に基づきフォローアップしたのか、

に関する具体的な説明。また、事業中心地一帯の政治状況の把握。	 

②	 KROLL 社の監査結果発表から現在までの状況について、日本政府が把握しているこ

と、債務再開の見通しなど。	 

③	 私企業への巨額公費投入の是非について。地域住民、日本の国民や納税者に疑念

をもたれないためにあるべき透明性や説明責任のあり方についての見解。	 

                                            
9 http://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000237248.pdf 
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④	 報道で言及されているように、融資事業の目的に中国との競争（援助・投資合戦）

が含まれているかどうかの書くに。含まれている場合の是非。また、今後このよ

うな論理を理由とした融資などが予定されているのかについての情報。	 

⑤	 将来的な社会環境影響がネガティブなものとなった際への責任の所在。	 

【JBIC に関する質問】	 

①	 融資決定の判断のポイント。	 

(ア) 融資決定に日本国内の政治的な影響がどの程度あるのか。	 
(イ) 今年 3 月の二カ国宣言の融資決定への影響。	 
(ウ) 中国との競争が融資に及ぼした影響。	 
(エ) 資金回収の具体的なプラン。	 

②	 現地・日本の社会への情報公開・問題提起への対応・対話	 

(ア) JBIC ガイドラインでは、融資契約を結んだ後、すみやかに「環境レビュー結
果」を公開することになっているが、本件については現在も公開されていな

い。その理由。	 

(イ) NGO が報告した現地における環境・人体汚染被害、人権侵害状況に対し、そ
れをどう理解し、どのような対応をとってきたのか、取れていないポイント

はどれか。	 

(ウ) 88 カ所の改善の具体的な資料。	 
(エ) 三井物産の情報開示のあり方をどう考えるのか。	 

③	 今回融資の港湾設備に穀物ターミナルが含まれているのか否か。	 

(ア) 含まれているとしたら、その詳細。	 
(イ) 含まれていないとしても、穀物輸送を扱うどのような施設が予定されている

のか。	 

(ウ) 含まれていないとしたら、今後それが建設される可能性について。	 

④	 論点３で示した点による（農業開発）地域の環境・社会・小農の生産や暮らしへ

の中長期的な負の影響について。	 

(ア) 何をどの程度考慮に入れたか。	 
(イ) 入れなかったとすれば何故か。	 
(ウ) このような負の影響を回避するための方策として何が考えられるか。	 
(エ) 実際に負の影響が生じた場合の JBIC の責任をどう考えるか。	 

⑤	 ナカラ回廊地域で他に予定している融資案件があるのか。	 

【アフリカ開発銀行に関する質問】	 

①	 融資額のどの割合が日本政府の負担額なのか。	 

②	 具体的に額が出せないということであれば、アフリカ開発銀行への日本のこれま

での拠出額（累計）と全体の中での日本の占める割合、過去 5 年間の拠出額と全

体に占める割合、過去 5年間のモザンビーク部分への拠出額と全体に占める割合。	 

③	 安倍首相が 2014 年 1 月に約束した 700 億円の拠出の中にアフリカ開発銀行経由の

ものがあるのか。あればその具体的な数字。	 

 


